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表紙*電子提供措置用*

証券コード：7504

第 63 回  定 時 株 主 総 会

招 集 ご 通 知

開催日時 2026年６月24日(水曜日) 午前10時30分

開催場所 仙台市青葉区中央１丁目１番１号
ホテルメトロポリタン仙台　４階
千代の間

議　　案 第１号議案　定款一部変更の件
第２号議案　取締役（監査等委員である取
締役を除く。）７名選任の件
第３号議案　監査等委員である取締役４名
選任の件
第４号議案　補欠の監査等委員である取締役
１名選任の件
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株主各位

証券コード　7504
（発送日）2026年6月8日

（電子提供措置の開始日）2026年6月1日

株　主　各　位
仙台市宮城野区扇町七丁目４番20号

代 表 取 締 役 会 長 赫　 高 規

当社ウェブサイト　　https://www.kohsoku.com

株主総会資料　掲載ウェブサイト
https://d.sokai.jp/7504/teiji/

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第63回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第63回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。

本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電
子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイト等に掲載しておりますので、以下のウェ
ブサイト等にアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「投資家情報」「ＩＲライブラリ」「ＩＲ資料」
を順に選択いただき、ご確認ください。）

また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイト等のほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも
掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「高速」又は「コード」に当社
証券コード「7504」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書
類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）によって議決権を行使することが
できますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2026年6月23日（火曜日）午後6時ま
でに議決権を行使くださいますようお願い申しあげます。
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株主各位

１．日 時 2026年6月24日（水曜日）午前10時30分
２．場 所 仙台市青葉区中央１丁目１番１号

ホテルメトロポリタン仙台　４階　千代の間

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第63期（2025年4月1日から2026年3月31日まで）事業報告、連結計算書類並び

に会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第63期（2025年4月1日から2026年3月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案
第４号議案

定款一部変更の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件
監査等委員である取締役４名選任の件
補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
⑴書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示が

ない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
⑵インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効なも

のとしてお取り扱いいたします。
⑶インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わず、イ

ンターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。
⑷代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人として株主総

会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますのでご了承く
ださい。

［インターネットによる議決権行使の場合］
　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://soukai.mizuho-tb.co.jp/）にアクセスしていただき、

本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パスワー
ド」をご利用の上、画面の案内にしたがって、議案に対する賛否を上記の行使期限までにご入力くださ
い。

　インターネットによる議決権行使に際しましては、「インターネット等による議決権行使のご案内」
をご確認くださいますようお願い申しあげます。

［書面（郵送）による議決権行使の場合］
　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着するようご返送

ください。

敬　具
記

以　上
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株主各位

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申
しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト、株主総会資
料掲載ウェブサイト及び東証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いた
します。

◎書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお送りいたし
ますが、当該書面は、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、次に掲げる事項を除いておりま
す。
①　事業報告の「会計監査人の状況」、「業務の適正を確保するための体制」、「業務の適正を確

保するための体制の運用状況の概要」、「会社の支配に関する基本方針」
②　連結計算書類の「連結注記表」
③　計算書類の「個別注記表」
したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、会計監査人又
は監査等委員会が会計監査報告又は監査報告を作成するに際して監査した事業報告、連結計算書類
及び計算書類の一部であります。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげま
す。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご
提出ください。

議決権行使書用紙に議案に対する
賛否をご表示のうえ、ご返送くだ
さい。

次ページの案内に従って、議案の
賛否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2026年６月24日（水曜日）
午前10時30分

2026年６月23日（火曜日）
午後６時到着分まで

2026年６月23日（火曜日）
午後６時入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１、４号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２、３号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

◦ 一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

書面（郵送）およびインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使と
してお取り扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権
行使としてお取り扱いいたします。
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議決権行使についてのご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

ログインQRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決
権行使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイトhttps://soukai.mizuho-tb.co.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取って
ください。1

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」をクリック
議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。2

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック
議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。3

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください
「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル
 0120-768-524

（受付時間　平日９：00～21：00）
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事業報告サマリー

（ご参考）

事業報告サマリー

売上高 営業利益 経常利益 親会社株主に
帰属する当期純利益

124,191百万円
　

4,865百万円
　

5,238百万円
　

3,764百万円
　

前期比 7.1％増
　

前期比 7.4％増
　

前期比 8.2％増
　

前期比 8.6％増
　

業績の推移

98,850

2022年度

106,216

2023年度

115,915

2024年度

124,191

2025年度

売上高 単位：百万円

4,008

2022年度

4,227

2023年度

4,532

2024年度

4,865

2025年度

営業利益 単位：百万円

4,240

2022年度

4,528

2023年度

4,840

2024年度

5,238

2025年度

経常利益 単位：百万円

154.24

2022年度

161.19

2023年度

179.11

2024年度

192.76

2025年度

１株当たり当期純利益 単位：円

46

2022年度

52

2023年度

54

2024年度

116

2025年度

１株当たり年間配当金 単位：円

9.0

2022年度

8.8

2023年度

9.0

2024年度

9.1

2025年度

ROE 単位：％

　

業績ハイライト
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当事業年度の事業の状況

（2025年4月 1日から
2026年3月31日まで）
事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度における我が国経済は、地政学的リスクの継続を背景とした原材料価格やエネル

ギーコストの高止まりに加え、為替相場の変動による輸入物価への影響がみられ、物価上昇圧力が
依然として残る状況となりました。こうした中、年度終盤にかけてはイラン情勢が緊迫化し、経済
動向の不確実性への警戒感も高まったことから、先行きについては引き続き不透明感が強まる状況
で推移しました。

当社グループの主要顧客においては、コロナ禍後に回復した観光需要により堅調な業種がある一
方、総じて多くの業種において、人手不足や急激な物価高騰への対応が課題となっており、当社を
取り巻く経営環境も大変厳しいものとなっております。

このような環境の中、当社グループにおきましては、「包装を通して、すべてのステークホルダ
ーに『高速ファン』を増やし、社会にとって有用な『グッドカンパニー』を目指す」という長期経
営ビジョンのもと、「食の流通を支える」、「食の安全安心に貢献する」さらに「買い物の楽しさ
や食品のおいしさを演出する」という当社の社会的役割を果たしながら、お客様への商品の安定供
給、企画の提案や情報提供を継続してまいりました。

これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高1,241億91百万円（前期比7.1％増）、営業利
益48億65百万円（同7.4％増）、経常利益52億38百万円（同8.2％増）、親会社株主に帰属する当
期純利益37億64百万円（同8.6％増）となりました。

当連結会計年度の業績は、各段階の利益で過去最高益を更新しました。売上高は11期連続過去
最高売上高、営業利益及び経常利益は8期連続での過去最高益、親会社株主に帰属する当期純利益
は5期連続での過去最高益となりました。

－ 7 －
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当事業年度の事業の状況

区　　分 商　　　　　　品
食 品 容 器 トレー、弁当容器、フードパック、折箱、魚函、インジェクション容器　他
フィルム・ラミネート ラップ、レジ袋、ストレッチフィルム、ラミネートフィルム　他

紙 製 品 ・ ラ ベ ル 印刷紙器、包装紙、紙袋、シール、ラベル、記録紙、チラシ、コピー
用紙　他

機械・設備資材・消耗材
包装機、食品加工機、物流機械、厨房機器、店舗関連機器、コンテナー、
パレット、かご車、冷凍パン、テープ類、PPバンド、緩衝材、ディスプレー
用品、事務用品、洗剤、衛生消耗品、割箸、バラン、リサイクルトナー　他

段 ボ ー ル 製 品 段ボールケース、ハイプルエース、紙緩衝材コア、段ボールシート　他
そ の 他 トレー原反、原紙、プラスチック原料、デザイン　他

（単位：千円）
区 分 売 上 高 構 成 比(％)

食 品 容 器 53,046,568 42.7
フ ィ ル ム ・ ラ ミ ネ ー ト 26,037,730 21.0
紙 製 品 ・ ラ ベ ル 14,393,189 11.6
機 械 ・ 設 備 資 材 ・ 消 耗 材 22,785,081 18.3
段 ボ ー ル 製 品 6,113,464 4.9
そ の 他 1,815,509 1.5
合 計 124,191,544 100.0

商品分類別売上
　当社グループにおける商品分類は、下記のとおりとなっております。

販売実績を商品分類別に示すと、次のとおりであります。

②　設備投資の状況
当連結会計年度における設備投資は、48億87百万円（有形及び無形リース資産並びに無形固定

資産を含み、建設仮勘定の純減少額を控除。）となっております。
うち、主なものは当社による西日本営業拠点に係る建物及び土地の取得価額28億91百万円（前

連結会計年度末に計上した建設仮勘定計上額3億10百万円を控除。）及び盛岡営業所新築に係る支
払8億56百万円であります。

③　資金調達の状況
当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と、94億30百万

円の当座貸越契約を締結しております。
当連結会計年度末における当座貸越契約に係る未使用借入枠は、全額の94億30百万円でありま

す。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

（単位：千円）

区 分 第　60　期
2023年3月期

第　61　期
2024年3月期

第　62　期
2025年3月期

第63期(当期)
2026年3月期

売 上 高 98,850,497 106,216,978 115,915,464 124,191,544
経 常 利 益 4,240,474 4,528,329 4,840,342 5,238,342
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,978,764 3,114,738 3,465,564 3,764,003

１株当たり当期純利益 154円24銭 161円19銭 179円11銭 192円76銭
総 資 産 55,900,377 61,498,449 61,246,965 63,178,911
純 資 産 34,267,140 36,900,617 39,769,719 42,516,428

⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容
高 速 シ ー パ ッ ク ㈱ 65,000千円 100.0％ 印刷紙器製造及び販売
㈱ 清 　 　 　 和 95,450 100.0 茶包装資材製造及び販売
日 本 コ ン テ ッ ク ㈱ 90,000 100.0 物流資材・機材等販売
プラス包装システム㈱ 20,000 100.0 合成樹脂製品製造及び販売
常 磐 パ ッ ケ ー ジ ㈱ 95,000 100.0 段ボール、緩衝材等製造及び販売
高 速 シ ー リ ン グ ㈱ 30,000 100.0 ラベル等製造及び販売

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況
　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

（注）2025年4月1日付で新設分割により設立した高速シーリング㈱を連結の範囲に含めております。
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対処すべき課題

ステークホルダー コツコツ型成長のための
継続・基本施策 チャレンジ施策

顧客 顧客満足度向上
重点領域の拡大
M&A推進
シナジー最大化

仕入先 新商品拡販 新商品開発

株主・投資家 連続増配 海外投資家向けを含むIR拡充

地域社会 社会貢献活動 サステナブル環境事業の推進

従業員 従業員満足度向上 人的資本経営推進

⑷　対処すべき課題
2026年度における我が国経済の見通しにつきましては、為替相場の変動やイラン情勢の緊迫化を

中心とした国際情勢の不安定化に伴い、原料価格や燃料費高騰を始めとする物価高騰が続くものと想
定しており、この影響で、当社グループにおける商品調達コストや物流関連コストの上昇が見込まれ
ます。当社グループを取り巻く環境においては、物価高騰のみならず、各業態を超えた競争の激化や
人件費等の増加、個人消費の低迷等を受け、厳しい状況が続いております。

このような環境のなか、当社グループでは2026年4月からスタートさせた中長期経営計画におい
て、中長期ビジョン「高速ファンづくり チャレンジ 2035 to be a good company」を掲げており
ます。当社は、中長期ビジョンのもと、ステークホルダーに対するコツコツ型成長のための継続・基
本施策及びチャレンジ施策に取り組むことで、ステークホルダーへの「ファンづくり」をさらに進
め、引き続き、「Good company」を目指してまいります。ステークホルダーに対する施策は、以
下のとおりです。
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主要な事業内容、主要な営業所及び工場

⑸　主要な事業内容（2026年3月31日現在）
　当社グループの主要な取扱商品につきましては、「⑴　当事業年度の事業の状況」の「①　事業の
経過及び成果」に掲げております商品分類表をご参照ください。

本 社 仙台市宮城野区扇町七丁目4－20

営 業 所 等

仙台営業部、函館、札幌、旭川、青森、八戸、むつ、秋田、横手、大館、盛岡
（矢巾町）、北上、一関、三陸（宮古市）、大船渡、山形、庄内（酒田市）、
新庄、塩釜、石巻、気仙沼、古川、宮城県南（大河原町）、福島、いわき、郡
山第一、郡山第二、会津、白河、新潟、長岡、上越、長野、水戸、つくば（土
浦市）、宇都宮、熊谷（深谷市）、首都圏営業部・広域営業部（柏市）、柏
店、千葉中央（八街市）、東京、多摩（入間市）、神奈川（愛川町）、横浜、
三島（沼津市）、浜松、岐阜羽島、中京営業部（みよし市）、金沢、京都南
（八幡市）、大阪（東大阪市）、松山（東温市）、広島、姫路

高 速 シ ー パ ッ ク ㈱
本 社 静岡県浜松市浜名区染地台5-5-2

工 場 ・ 営 業 所 浜松生産事業部、東北（仙台市）、東海（浜松市）、関
東（松戸市）

㈱ 　 清 　 　 　 　 和
本 社 福岡市南区大楠一丁目22－22
営 業 所 ・ 工 場 静岡、福岡工場

日 本 コ ン テ ッ ク ㈱
本 社 東京都中央区日本橋小網町18－3

営 業 所 札幌、仙台、東京、西東京、静岡、大阪、広島、高松、
福岡、鹿児島

プラス包装システム㈱ 本 社 ・ 工 場 宮城県宮城郡利府町しらかし台六丁目5－13

常 磐 パ ッ ケ ー ジ ㈱
本 社 福島県いわき市内郷白水町浜井場23-1

工 場 ・ 営 業 所 いわき本社、いわき金坂、いわき梅ヶ平、ひたちなか、
一関

高 速 シ ー リ ン グ ㈱ 本 社 ・ 工 場 仙台市宮城野区扇町七丁目4－20

⑹　主要な営業所及び工場（2026年3月31日現在）
①　当社（㈱高速）

②　子会社
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使用人の状況、主要な借入先の状況

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 加
1,147（1,373）名 27（39）名

従 業 員 数 前 事 業 年 度 末 比 増 加 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
713（1,176）名 12（34）名 38.9歳 10.5年

⑺　従業員の状況（2026年3月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

（注）従業員数は就業員数であり、契約社員等退職金制度適用対象外の社員、嘱託社員及びパートタイマ
ーは（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

②　当社の従業員の状況

（注）従業員数は就業員数(当社から社外への出向者を除く)であり、契約社員等退職金制度適用対象外の
社員、嘱託社員及びパートタイマーは（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

⑻　主要な借入先の状況（2026年3月31日現在）
該当事項はありません。
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株式の状況

①　発行可能株式総数 80,000,000株
②　発行済株式の総数 20,990,920株（自己株式1,437,424株含む。）
③　株主数 14,071名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
管理信託（高速興産B号株式会社　0700207号）
受 託 者 み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 2,191千株 11.21％
管理信託（高速興産C号株式会社　0700208号）
受 託 者 み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 2,191 11.21
ビービーエイチ フオー フイデリテイー ロープラ
イス ストツク フアンド 1,428 7.31
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社
（信託口） 1,222 6.25
管理信託（高速興産A号株式会社　0700206号）
受 託 者 み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,113 5.69
光 通 信 K K 投 資 事 業 有 限 責 任 組 合 821 4.20
高 速 興 産 B 号 株 式 会 社 621 3.18
高 速 興 産 C 号 株 式 会 社 611 3.13
株 式 会 社 　 七 　 十 　 七 　 銀 　 行 510 2.61
赫 　 　 由 美 子 508 2.60

役員区分 株　式　数 交付対象者数
取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く） 29,000株 7名

２．会社の現況
⑴　株式の状況（2026年3月31日現在）

④　大株主（上位10名）

（注）１. 当社は、自己株式1,437,424株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。
３. 管理信託（高速興産B号株式会社　0700207号）受託者みずほ信託銀行株式会社、管理信託

（高速興産C号株式会社　0700208号）受託者みずほ信託銀行株式会社、管理信託（高速興産
A号株式会社　0700206号）受託者みずほ信託銀行株式会社については、高速興産㈱が委託し
た信託財産であり、議決権行使に関する指図者は、各々高速興産B号㈱、高速興産C号㈱、高
速興産A号㈱であります。

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
当事業年度中に交付した株式報酬の内容は、次のとおりです。
当社は、当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）が株価変動のメリ

ットとリスクを株主の皆様と共有し、株価上昇及び企業価値向上への貢献意欲を従来以上に高め
ることを目的として、譲渡制限付株式報酬制度を導入しております。
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会社役員の状況

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 赫 　 高 規
弁護士法人関西法律特許事務所　弁護士
株式会社スーパーツール　社外取締役
安治川鉄工株式会社　監査役

代 表 取 締 役
社 長 執 行 役 員 赫 　 裕 規

取 締 役
専 務 執 行 役 員 我 妻 英 樹 営業部門管掌兼業務部管掌兼広域営業本部長

取 締 役
専 務 執 行 役 員 小 原 純 一 関東支社長兼広域営業本部副本部長

取 締 役
常 務 執 行 役 員 小 林 弘 美 東海・中部支社長

取 締 役
常 務 執 行 役 員 岩 　 澤 　 み ゆ き 人事部長兼総務部管掌

取 締 役
常 務 執 行 役 員 三 田 村 　 　 　 崇 社長室長兼経理部長

取締役（監査等委員・常勤） 佐 藤 義 助

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 内 田 貴 和 内田公認会計士事務所　公認会計士・税理士

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 伊 東 満 彦 仙台そよかぜ法律事務所　弁護士

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 沼 倉 雅 枝
沼倉雅枝公認会計士事務所　公認会計士
沼倉雅枝税理士事務所　税理士
名取市代表監査委員

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 大 澤 美 穂 子
クラース東京法律事務所　　弁護士
株式会社イントラスト　監査役
株式会社リビングハウス　監査役

⑵　会社役員の状況
①　取締役の状況（2026年3月31日現在）

（注）１. 取締役（監査等委員）内田貴和氏、伊東満彦氏、沼倉雅枝氏及び大澤美穂子氏は、社外取締役
であります。

２. 取締役（監査等委員）伊東満彦氏及び大澤美穂子氏は、弁護士の資格を有しており、法律的見
地から企業活動の適正性を判断する相当程度の知見を有しております。

３. 取締役（監査等委員）内田貴和氏及び沼倉雅枝氏は、公認会計士及び税理士の資格を有してお
り、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

４. 情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて監査の実効性を高め、監査・
監督機能を強化するために、佐藤義助氏を常勤の監査等委員として選定しております。

５. 当社は、取締役（監査等委員）内田貴和氏、伊東満彦氏、沼倉雅枝氏及び大澤美穂子氏を株式
会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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会社役員の状況

②　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結

しております。当該保険契約の被保険者は、当社および当社の子会社のすべての取締役、監査役並
びに執行役員であり、保険料は、全額当社が負担しております。当社取締役を含む被保険者がその
職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任追及に係る請求を受けることによって生ずること
のある損害を当該保険契約によって填補することとしております。

③　取締役の報酬等
イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等
当社は、2023年6月26日開催の取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。以

下、「取締役」という）の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針を決議しておりま
す。取締役の個人別の報酬の内容については、取締役会が指名・報酬諮問委員会に諮問し、指名・
報酬諮問委員会からの答申を受けて、取締役会において決定するものとしております。
1．基本方針

当社は、取締役の報酬等を、次の考え方に基づき決定しております。
・当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上への意欲を高める水準であるこ
と。

・当社の企業理念を実践できる優秀な人材の確保が可能な水準であること。
・経営戦略・経営計画の完遂や目標とする会社業績の達成を動機付けるために、各取締役の
職責及び実績並びに会社の期間業績を反映するものとすること。

2．報酬体系
当社の取締役の報酬等は、金銭報酬（固定報酬及び業績連動報酬）並びに非金銭報酬によっ
て構成しております。

（１）金銭報酬
当社の取締役の金銭報酬は、報酬基本額を算定し、当該報酬基本額に業績指標に基づく料率
を乗じることにより算定しております。当該報酬基本額に業績指標に基づく料率を乗じた金
額を12等分した月額固定報酬として支給しております。

（２）非金銭報酬
非金銭報酬は、譲渡制限付株式とし、取締役会の決議により、個人別の割当株式数を決定
し、毎年一定の時期に支給いたします。譲渡制限については、当該取締役が当社の取締役、
執行役員及び従業員のいずれの地位からも退任又は退職した場合に解除いたします。

（３）報酬等の種類ごとの割合
固定報酬、業績連動報酬及び譲渡制限付株式報酬の比率は特段定めておりません。

3．業績連動の仕組み
報酬基本額に乗じるべき業績指標に基づく料率は、次の業績指標の内容に基づく次の料率と
しております。
・前事業年度の営業利益が目標を5％以上上回った場合105％
・前事業年度の営業利益が目標を5％以上下回った場合95％
・前各号以外の場合100％

－ 15 －



2026/05/26 12:27:53 / 25298927_株式会社高速_招集通知_電子提供措置用

会社役員の状況

区 分 報酬等総額
( 千 円 )

報酬等の種類別の総額 ( 千円 ) 対象となる
役員の員数
( 名 )基本報酬 業績連動

報 酬 等
非 金 銭
報 酬 等

取締役（監査等委員を除く）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

215,736
(－)

153,450
(－)

1,530
(－)

60,756
(－)

7
(－)

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（うち社外取締役）

27,075
(20,700)

27,075
(20,700)

－
(－)

－
(－)

5
(4)

合 　 　 　 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

242,811
(20,700)

180,525
(20,700)

1,530
(－)

60,756
(－)

12
(4)

ロ．当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の金銭報酬の額は、2022年6月23日開催の定
時株主総会において年額200,000千円以内と決議いただいております。
当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は、7名（う
ち、社外取締役は0名）です。
また、金銭報酬とは別枠で、2025年6月25日開催の定時株主総会において、株式報酬の額
として年額160百万円以内、株式数の上限を年40,000株以内（監査等委員である取締役及び
社外取締役は付与対象外）と決議いただいております。
当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は、7名（う
ち、社外取締役は0名）です。

２. 取締役（監査等委員）の金銭報酬の額は、2022年6月23日開催の定時株主総会において年
額40,000千円以内と決議いただいております。
当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員）の員数は、5名（うち、社外取締役は4名）
です。

３. 非金銭報酬等の内容は当社の株式であり、割当ての際の条件等は「イ．役員報酬等の内容の
決定に関する方針等」のとおりであります。また、当事業年度における交付状況は「２．
（1）⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況」に記
載しております。

ハ．当事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容が当該
方針に沿うものであると取締役会が判断した理由
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、

委員の過半数を独立社外取締役で構成する指名・報酬諮問委員会における、報酬が方針に照ら
し適切であるかの審議を踏まえ、取締役会にて判断しております。

－ 16 －
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会社役員の状況

④　社外役員に関する事項
イ. 当事業年度における主な活動状況及び社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要
１. 取締役（監査等委員）内田貴和氏は、当事業年度に開催した取締役会13回のうち12回に出

席し、また、監査等委員会13回のうち12回に出席し、公認会計士及び税理士としての専門
的な知識と幅広い経験に基づいて、議案の審議に必要な発言を行いました。主に公認会計
士・税理士としての専門的な見地から発言を行っております。また、指名・報酬諮問委員会
の委員長として適宜必要な発言を行う等、重要な役割を果たしております。

２. 取締役（監査等委員）伊東満彦氏は、当事業年度に開催した取締役会13回の全てに出席
し、また、監査等委員会13回の全てに出席し、弁護士としての専門的な知識と幅広い経験
に基づいて、議案の審議に必要な発言を行いました。主に弁護士としての専門的な見地から
発言を行っております。また、指名・報酬諮問委員会の委員として適宜必要な発言を行う
等、重要な役割を果たしております。

３. 取締役（監査等委員）沼倉雅枝氏は、当事業年度に開催した取締役会13回の全てに出席
し、また、監査等委員会13回の全てに出席し、公認会計士及び税理士としての専門的な知
識と幅広い経験に基づいて、議案の審議に必要な発言を行いました。主に公認会計士・税理
士としての専門的な見地から発言を行っております。また、指名・報酬諮問委員会の委員と
して適宜必要な発言を行う等、重要な役割を果たしております。

4. 取締役（監査等委員）大澤美穂子氏は、当事業年度に開催した取締役会13回の全てに出席
し、また、監査等委員会13回の全てに出席し、弁護士としての専門的な知識と幅広い経験
に基づいて、議案の審議に必要な発言を行いました。主に弁護士としての専門的な見地から
発言を行っております。また、指名・報酬諮問委員会の委員として適宜必要な発言を行う
等、重要な役割を果たしております。

ロ．責任限定契約の内容の概要
社外取締役として任務を怠ったことにより、当社に対して損害を与えた場合であっても、その
職務を行うにつき、善意かつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責
任限度額まで、その責任を当然に免除するものとする責任限定契約を、全ての社外取締役と締
結しています。

－ 17 －
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剰余金の配当等の決定に関する方針

⑶　剰余金の配当等の決定に関する方針
当社グループは、長期的に売上高及び利益を向上させ、その利益に見合った配当を安定的に継続す

ることが、経営の最重要課題の1つと考えております。従って、配当につきましては、各事業年度の
連結業績、財務体質の強化、今後のグループ事業戦略等を勘案したうえ、取締役会の決議をもって決
定しております。
2026年3月期の年間配当に関しては、2026年3月期の2026年2月に創立60周年を迎えたことか

ら、これを記念するとともに、株主の皆様の日頃からのご支援に感謝の意を表すため記念配当を実施
し、普通配当と合わせ1株当たり年間116円（中間配当金：普通配当28円、記念配当30円、期末配当
金：普通配当28円、記念配当30円）となり、これにより、1株当たり年間配当金は、2026年3月期で
22期連続の増配となりました。
2027年3月期の年間配当に関しても、中間配当金60円、期末配当金60円として、年間配当金120

円を予定しております。中間配当と合わせた1株当たり年間配当金は、2027年3月期で23期連続の増
配となる予定となります。
当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行う

ことができる。」旨を定款に定めておりますが、当面、各事業年度における剰余金の配当の回数は、
期末と中間との年2回を考えております。

－ 18 －
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連結貸借対照表

（2026年3月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形、売掛金及び契約資産
電 子 記 録 債 権
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
未 収 還 付 法 人 税 等
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
投 資 不 動 産
退職給付に係る資産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

30,726,319
4,678,881

15,762,367
2,258,413
400,000

6,915,729
118,435
195,690
14,789

440,828
△58,814

32,452,591
24,340,122
6,576,393
1,165,834

14,552,075
459,539

1,329,827
256,452
470,297
470,297

7,642,171
6,142,603
253,726
116,687
767,810
426,534
△65,190　

流 動 負 債 18,762,254
支払手形及び買掛金 9,011,461
電 子 記 録 債 務 4,275,612
未 払 金 1,112,741
リ ー ス 債 務 154,764
未 払 法 人 税 等 1,072,076
未 払 消 費 税 等 469,395
賞 与 引 当 金 1,800,070
そ の 他 866,131

固 定 負 債 1,900,229
長 期 未 払 金 10,810
リ ー ス 債 務 352,232
繰 延 税 金 負 債 574,786
退職給付に係る負債 839,456
そ の 他 122,943

負 債 合 計 20,662,483
純 資 産 の 部

株 主 資 本 41,316,556
資 本 金 1,724,518
資 本 剰 余 金 2,193,736
利 益 剰 余 金 38,571,351
自 己 株 式 △1,173,049

その他の包括利益累計額 1,199,871
その他有価証券評価差額金 1,194,641
退職給付に係る調整累計額 5,229

純 資 産 合 計 42,516,428
資 産 合 計 63,178,911 負 債 純 資 産 合 計 63,178,911

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

（2025年4月 1日から
2026年3月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 124,191,544
売 上 原 価 99,442,426

売 上 総 利 益 24,749,118
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 19,883,329

営 業 利 益 4,865,788
営 業 外 収 益

受 取 利 息 64,163
受 取 配 当 金 52,223
仕 入 割 引 147,159
受 取 賃 貸 料 150,884
そ の 他 67,958 482,388

営 業 外 費 用
支 払 利 息 2,504
賃 貸 収 入 原 価 32,812
そ の 他 74,517 109,835
経 常 利 益 5,238,342

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 23,355 23,355

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 20,744 20,744

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 5,240,953
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,724,509
法 人 税 等 調 整 額 △247,560 1,476,949
当 期 純 利 益 3,764,003
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,764,003

連 結 損 益 計 算 書
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連結株主資本等変動計算書

（2025年4月 1日から
2026年3月31日まで）

（単位：千円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 1,724,518 2,022,787 36,466,996 △1,246,614 38,967,686

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △1,659,648 △1,659,648
親会社株主に帰属する
当期純利益 3,764,003 3,764,003

自己株式の取得 △275 △275

自己株式の処分 170,949 73,839 244,789
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － 170,949 2,104,355 73,564 2,348,869

当連結会計年度末残高 1,724,518 2,193,736 38,571,351 △1,173,049 41,316,556

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
退職給付に係る

調整累計額
その他の包括

利益累計額合計
当連結会計年度期首残高 790,377 11,654 802,032 39,769,719

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △1,659,648
親会社株主に帰属する
当期純利益 3,764,003

自己株式の取得 △275

自己株式の処分 244,789
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 404,264 △6,424 397,839 397,839

連結会計年度中の変動額合計 404,264 △6,424 397,839 2,746,709

当連結会計年度末残高 1,194,641 5,229 1,199,871 42,516,428

連結株主資本等変動計算書
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貸借対照表

（2026年3月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
有 価 証 券
契 約 資 産
商 品 及 び 製 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関係会社長期貸付金
前 払 年 金 費 用
破 産 更 生 債 権 等
差 入 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

25,326,937
2,095,624

30,153
1,605,069

13,776,611
400,000
30,581

5,359,901
3,971

284,024
1,795,952
△54,952

28,971,889
17,360,458
3,977,203

78,707
6,946

202,519
11,365,200

410,820
1,319,061
352,169
333,713
18,455

11,259,261
5,499,318
4,195,887

34,856
600,000
72,631
64,399

192,732
589,582
74,251

△64,399　

流 動 負 債 16,020,113
電 子 記 録 債 務 3,980,355
買 掛 金 7,676,905
関係会社短期借入金 302,106
リ ー ス 債 務 134,287
未 払 金 798,816
未 払 法 人 税 等 849,814
未 払 消 費 税 等 306,692
賞 与 引 当 金 1,320,421
そ の 他 650,713

固 定 負 債 3,097,018
関係会社長期借入金 2,200,000
リ ー ス 債 務 319,082
預 り 保 証 金 114,829
退 職 給 付 引 当 金 461,003
そ の 他 2,103

負 債 合 計 19,117,131
純 資 産 の 部

株 主 資 本 34,350,967
資 本 金 1,724,518
資 本 剰 余 金 2,193,736
資 本 準 備 金 1,858,290
そ の 他 資 本 剰 余 金 335,446
利 益 剰 余 金 31,605,763
利 益 準 備 金 93,542
そ の 他 利 益 剰 余 金 31,512,220
圧 縮 積 立 金 98,882
別 途 積 立 金 4,850,000
繰 越 利 益 剰 余 金 26,563,338

自 己 株 式 △1,173,049
評 価 ・ 換 算 差 額 等 830,726
その他有価証券評価差額金 830,726
純 資 産 合 計 35,181,694

資 産 合 計 54,298,826 負 債 純 資 産 合 計 54,298,826

貸　借　対　照　表
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損益計算書

（2025年4月 1日から
2026年3月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 105,681,706
売 上 原 価 85,181,763
売 上 総 利 益 20,499,942

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 16,372,045
営 業 利 益 4,127,896

営 業 外 収 益
受 取 利 息 74,798

受 取 配 当 金 187,856

受 取 賃 貸 料 170,876

仕 入 割 引 145,403

そ の 他 53,917 632,851
営 業 外 費 用

支 払 利 息 37,261

賃 貸 収 入 原 価 33,859

そ の 他 8,323 79,444
経 常 利 益 4,681,303

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 23,355 23,355
税 引 前 当 期 純 利 益 4,704,659
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,412,474

法 人 税 等 調 整 額 △144,488 1,267,985
当 期 純 利 益 3,436,673

損　益　計　算　書
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株主資本等変動計算書

（2025年4月 1日から
2026年3月31日まで）

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金 資本剰余金合計 利益準備金

その他利益剰余金

圧縮積立金 別途積立金

当期首残高 1,724,518 1,858,290 164,497 2,022,787 93,542 100,270 4,850,000

事業年度中の変動額

圧縮積立金の取崩 △1,388

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分 170,949 170,949
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － 170,949 170,949 － △1,388 －

当期末残高 1,724,518 1,858,290 335,446 2,193,736 93,542 98,882 4,850,000

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 24,784,924 29,828,738 △1,246,614 32,329,428 522,305 32,851,734

事業年度中の変動額

圧縮積立金の取崩 1,388 － － －

剰余金の配当 △1,659,648 △1,659,648 △1,659,648 △1,659,648

当期純利益 3,436,673 3,436,673 3,436,673 3,436,673

自己株式の取得 △275 △275 △275

自己株式の処分 73,839 244,789 244,789
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 308,420 308,420

事業年度中の変動額合計 1,778,414 1,777,025 73,564 2,021,539 308,420 2,329,960

当期末残高 26,563,338 31,605,763 △1,173,049 34,350,967 830,726 35,181,694

株主資本等変動計算書

－ 24 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 福 士 直 和
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 髙 橋 達 朗

2026年5月15日
株式会社　高　　速
取締役会　御中

　　　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ
　　　　　　　　　　　　　　　仙　台　事　務　所

　監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社高速の2025年4月1日から2026年

3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、株式会社高速及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産
及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸
表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人
としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備
及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監

査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆
候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告

－ 25 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算

書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能
性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監
査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監
査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及
び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計
算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対
して責任を負う。

－ 26 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の
事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去す
るための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。

以　上

－ 27 －
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 福 士 直 和
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 髙 橋 達 朗

2026年5月15日
株式会社　高　　速
取締役会　御中

　　　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ
　　　　　　　　　　　　　　　仙　台　事　務　所

　監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社高速の2025年4月1日から

2026年3月31日までの第63期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を
行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表
監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の
倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備
及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査

法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候
があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が
あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

－ 29 －
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計算書類に係る会計監査報告

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の
事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去す
るための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2025年4月1日から2026年3月31日までの第63期事業年度の取締役の職務の
執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会

決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及
び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重

要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要
に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財
産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の
交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会
社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28
日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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監査等委員会の監査報告

２．監査の結果
（1）　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。

（2）　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　（3）　連結計算書類の監査結果
　　 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年5月18日
株式会社　高　　速　監査等委員会

常勤監査等委員 佐 藤 義 助 ㊞
監 査 等 委 員 内 田 貴 和 ㊞
監 査 等 委 員 伊 東 満 彦 ㊞
監 査 等 委 員 沼 倉 雅 枝 ㊞
監 査 等 委 員 大 澤 美 穂 子 ㊞

（注）　監査等委員内田貴和、伊東満彦、沼倉雅枝及び大澤美穂子は、会社法第２条第15号及
び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上
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定款一部変更の件

現 行 定 款 変 更 案
（目的） （目的）
第２条　当会社は、次の事業を営むことを目的

とする。
第２条　当会社は、次の事業を営むことを目的

とする。

1.～15.　　＜条文省略＞ 1.～15.　　＜現行どおり＞
　　　　　　　　＜新　　設＞ 16. 産業廃棄物の収集、運搬、処理、再生

並びに再生品の販売
16.　　　　＜条文省略＞ 17.　　　　＜現行どおり＞

株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　定款一部変更の件
１．提案の理由

　今後の事業内容の多様化に対応するため、現行定款第２条（目的）につきまし
て事業目的を追加するものであります。
　当社は、包装資材の専門商社として、販売した容器の回収を行うことで、環境
負荷低減を図ると同時にビジネスチャンスを創出し、サステナブル環境事業を推
進してまいります。

２．変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任７名選任の件

候補者番号 1
てらし

赫　
 

　　
こ  　う  　き

高　規
再 任

生年月日
1969年5月20日
所有する当社の株式数
7,000株
取締役在任年数
20年
取締役会出席状況
13回中13回
　

略歴、当社における地位及び担当
    2000年    4月 大阪弁護士会登録
    2003年    6月 当社監査役
    2006年    6月 取締役副社長
    2013年    4月 取締役副会長

　    6月 代表取締役副会長
    2015年    6月 代表取締役会長

現在に至る
重要な兼職の状況
弁護士法人関西法律特許事務所　弁護士
株式会社スーパーツール　社外取締役
安治川鉄工株式会社　監査役

取締役候補者とした理由
管理部門における業務執行経験が豊富であり、取締役として20年、代表取締役
として13年の経営経験のほか、弁護士としての専門的知見を有し、当社取締役
会における重要な意思決定および業務執行の監督の役割ならびに経営の最高責任
者としての役割を十分に果たしてきました。
これまでの経営手腕および実績に鑑み、引き続き取締役候補者としております。　

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（７名）は、本総

会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、取締役７名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者について適任である

と判断しております。
取締役候補者は、次のとおりであります。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任７名選任の件

候補者番号 2
てらし

赫　　
 

　
ゆ  　う  　き

裕　規
再 任

生年月日
1971年8月1日
所有する当社の株式数
7,000株
取締役在任年数
18年
取締役会出席状況
13回中13回
　

略歴、当社における地位及び担当
    2000年    4月 当社入社
    2008年    6月 取締役連結事業本部長
    2009年    4月 常務取締役連結事業本部長
    2011年    4月 専務取締役連結事業本部長
    2013年    4月 取締役副社長

　    6月 代表取締役副社長
    2014年    4月 代表取締役社長
    2021年    6月 代表取締役社長執行役員

現在に至る
重要な兼職の状況
特になし

取締役候補者とした理由
管理部門・営業部門両面における業務執行経験が豊富であり、取締役として18
年、代表取締役として13年の経営経験を有し、当社取締役会における重要な意
思決定および業務執行の監督の役割ならびに経営の最高責任者としての役割を十
分に果たしてきました。
これまでの経営手腕および実績に鑑み、引き続き取締役候補者としております。　

候補者番号 3
 わ　が　つ　ま 

我　妻　
 ひ　　で　　き

英　樹
再 任

生年月日
1970年3月13日
所有する当社の株式数
7,000株
取締役在任年数
17年
取締役会出席状況
13回中13回

　

略歴、当社における地位及び担当
    1992年    4月 当社入社
    2004年    4月 執行役員千葉支社長
    2009年    6月 取締役関東支社長
    2012年    4月 常務取締役関東支社長兼東海・近畿支社長
    2015年    6月 専務取締役東海・近畿支社管掌兼関東支社長
    2017年    4月 専務取締役営業部門管掌兼業務部管掌
    2021年    6月 取締役専務執行役員営業部門管掌兼業務部管掌
    2022年    4月 取締役専務執行役員営業部門管掌兼業務部管掌

兼広域営業本部長
現在に至る

重要な兼職の状況
特になし

取締役候補者とした理由
豊富な業務執行経験と知見に基づき、専務執行役員として当社全体の営業部門お
よび業務部門統括に大きな役割を果たすとともに、取締役として17年の経営経
験を有し、当社取締役会における重要な意思決定および業務執行の監督の役割を
十分に果たしてきました。
これまでの実績に鑑み、引き続き取締役候補者としております。　
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任７名選任の件

候補者番号 4
お　ば　ら 

小　原　
じ ゅ ん い ち 

純　一
再 任

生年月日
1970年7月10日
所有する当社の株式数
8,400株
取締役在任年数
11年
取締役会出席状況
13回中13回

略歴、当社における地位及び担当
    1993年    4月 当社入社
    2011年    4月 執行役員北東北支社長
    2015年    4月 執行役員東海・近畿支社長

　    6月 取締役東海・近畿支社長
    2016年    4月 取締役関東支社長兼東海・近畿支社長兼神奈川営業部長
    2018年    4月 取締役関東支社長

　    6月 常務取締役関東支社長
    2021年    6月 取締役常務執行役員関東支社長

2022年    6月 取締役専務執行役員関東支社長
2024年    4月 取締役専務執行役員関東支社長兼広域営業本部副本部長
2026年    4月 取締役専務執行役員関東支社長兼信越支社長

現在に至る
重要な兼職の状況
特になし

取締役候補者とした理由
支社長として営業部門における業務執行経験が豊富であり、また、取締役として
11年の経営経験を有し、当社取締役会における重要な意思決定および業務執行
の監督の役割を十分に果たしてきました。
これまでの実績に鑑み、引き続き取締役候補者としております。

　

候補者番号 5
こ　ば　や　し

小　林　
ひ　ろ　み

弘　美
再 任

生年月日
1970年5月4日
所有する当社の株式数
8,400株
取締役在任年数
17年
取締役会出席状況
13回中13回
　

略歴、当社における地位及び担当
    1993年    4月 当社入社
    2004年    4月 執行役員北東北支社長
    2009年    6月 取締役北東北支社長
    2011年    6月 取締役北東北支社管掌兼宮城支社長兼三陸沿岸支社長
    2015年    6月 常務取締役北東北支社管掌兼宮城支社長兼三陸沿岸支社長
    2018年    4月 常務取締役北東北支社・中東北支社・岩手三陸沿岸支社及び機

械拡販部管掌兼宮城支社長
    2019年    4月 常務取締役宮城支社長
    2021年    4月 常務取締役東海・中部支社長

　    6月 取締役常務執行役員東海・中部支社長
現在に至る

重要な兼職の状況
特になし

取締役候補者とした理由
支社長として営業部門における業務執行経験が豊富であり、また、取締役として
17年の経営経験を有し、当社取締役会における重要な意思決定および業務執行
の監督の役割を十分に果たしてきました。
これまでの実績に鑑み、引き続き取締役候補者としております。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任７名選任の件

候補者番号 6
 い 　 わ 　 さ 　 わ  

岩　澤
 

　
 

み
 

ゆ
 

き
再 任

生年月日
1972年7月25日
所有する当社の株式数
8,900株
取締役在任年数
4年
取締役会出席状況
13回中13回
　

略歴、当社における地位及び担当
1993年 4月 当社入社
2016

2019
2021

2022

年

年
年

年

4
6
4
4
6
6

月
月
月
月
月
月

人事総務部長
取締役人事総務部長
取締役人事部長
取締役人事部長兼総務部管掌
上席執行役員人事部長兼総務部管掌
取締役常務執行役員人事部長兼総務部管掌
現在に至る

重要な兼職の状況
特になし

取締役候補者とした理由
人事・総務部門における業務執行経験が豊富であり、また、取締役として合計9
年の経営経験を有し、当社取締役会における重要な意思決定および業務執行の監
督の役割を十分に果たしてきました。
これまでの実績に鑑み、引き続き取締役候補者としております。

　

候補者番号 7
み た む ら

三 田 村　　 
たかし

崇
再 任

生年月日
1976年12月18日
所有する当社の株式数
4,000株
取締役在任年数
4年
取締役会出席状況
13回中13回
　

略歴、当社における地位及び担当
2014年 7月 当社入社
2019年 4月 経理部長兼システム部次長
2021年 4月 社長室長兼経理部長
2021年 6月 上席執行役員社長室長兼経理部長
2022年 6月 取締役常務執行役員社長室長兼経理部長

現在に至る
重要な兼職の状況
特になし

取締役候補者とした理由
経理部門における業務執行経験が豊富であり、また、取締役として4年の経営経
験を有し、当社取締役会における重要な意思決定および業務執行の監督の役割を
十分に果たしてきました。
これまでの実績に鑑み、引き続き取締役候補者としております。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任７名選任の件

（注）１. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締

結しており、当社取締役を含む被保険者がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責
任追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約によって填補す
ることとしております。各候補者の選任が承認された場合、当該保険契約の被保険者となりま
す。また、当該保険契約は、次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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監査等委員である取締役４名選任の件

候補者番号 1
お 　 い 　 か 　 わ

及　川　
と 　 し 　 ま 　 さ

敏　正
新 任

生年月日
1959年2月15日
所有する当社の株式数
2,100株
監査等委員在任年数
　－
取締役会出席状況
　－
監査等委員会出席状況
　－
　

略歴、当社における地位及び担当
2014年 3月 当社入社

総務部長
2014年 4月 人事総務部長兼社長室長
2015年 4月 社長室長
2019年 4月 社長室長兼総務部長
2021年 4月 総務部長
2024年 9月 総務部シニアアドバイザー

現在に至る
重要な兼職の状況
特になし

取締役候補者とした理由
総務・財務部門における経験を豊富に有することから、当社取締役会の監査・監
督機能強化に活かされることを期待し、監査等委員である取締役候補者としてお
ります。

　

第３号議案　監査等委員である取締役４名選任の件
監査等委員である取締役（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、監査等委員である取締役４名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
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監査等委員である取締役４名選任の件

候補者番号 2
う 　 　 ち 　 　 だ

内　田　
た 　 か 　 か 　 ず

貴　和
再 任（社外取締役）

生年月日
1954年3月16日
所有する当社の株式数
0株
監査等委員在任年数
10年
取締役会出席状況
13回中12回
監査等委員会出席状況
13回中12回
　

略歴、当社における地位及び担当
1986年 3月 公認会計士登録
1995年 2月 税理士登録
2000年 9月 内田公認会計士事務所開設
2007年 6月 当社監査役
2016年 6月 当社社外取締役（監査等委員）

現在に至る
重要な兼職の状況
内田公認会計士事務所　公認会計士・税理士

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
長年の公認会計士・税理士としての財務および会計に関する高度な知識と幅広い
経験を有しており、当社取締役会の監査・監督機能強化に活かされることを期待
し、引き続き監査等委員である社外取締役として選任をお願いするものです。
なお、同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与したこ
とはありませんが、上記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂行し
ていただけるものと判断しております。　

候補者番号 3
い 　 　 と 　 　 う

伊　東　
み 　 つ 　 ひ 　 こ

満　彦
再 任（社外取締役）

生年月日
1970年10月2日
所有する当社の株式数
0株
監査等委員在任年数
10年
取締役会出席状況
13回中13回
監査等委員会出席状況
13回中13回

略歴、当社における地位及び担当
1997年 4月 裁判官任官
2005年 5月 仙台弁護士会登録
2013年 6月 当社監査役
2016年 6月 当社社外取締役（監査等委員）

現在に至る
重要な兼職の状況
仙台そよかぜ法律事務所　　弁護士

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
長年の弁護士としての高度な法務知識と幅広い経験を有しており、当社取締役会
の監査・監督機能強化に活かされることを期待し、引き続き監査等委員である社
外取締役として選任をお願いするものです。
なお、同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与したこ
とはありませんが、上記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂行し
ていただけるものと判断しております。　
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監査等委員である取締役４名選任の件

候補者番号 4
お お さ わ

大　澤　
み ほ こ

美穂子
再 任（社外取締役）

生年月日
1975年10月8日
所有する当社の株式数
0株
監査等委員在任年数
2年
取締役会出席状況
13回中13回
監査等委員会出席状況
13回中13回
　

略歴、当社における地位及び担当
2005年10月 第二東京弁護士会登録

クレオール日比谷法律事務所
2011年 4月 中央大学法学部兼任講師
2012年12月 クラース銀座法律事務所（現クラース東京法律事務所）

（現任）
2024年 6月 当社社外取締役（監査等委員）

現在に至る
重要な兼職の状況
クラース東京法律事務所　　弁護士
株式会社イントラスト　　　監査役
株式会社リビングハウス　監査役

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
長年の弁護士としての高度な法務知識と幅広い経験を有しており、当社取締役会
の監査・監督機能強化に活かされることを期待し、引き続き監査等委員である社
外取締役として選任をお願いするものです。
なお、同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与したこ
とはありませんが、上記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂行し
ていただけるものと判断しております。　

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．内田貴和氏、伊東満彦氏及び大澤美穂子氏は社外取締役候補者であります。
３．当社は、内田貴和氏、伊東満彦氏及び大澤美穂子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立
役員として指定し、同取引所に届け出ており、各氏の再任が承認された場合には、引き続き
独立役員とする予定であります。

４．当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、非業務執行取締役の賠償責任を一定の範囲
に限定する契約を締結することができる旨を定款で定めております。
当社は、内田貴和氏、伊東満彦氏及び大澤美穂子氏との間で責任限定契約を締結しており

ます。内田貴和氏、伊東満彦氏及び大澤美穂子氏が選任された場合には、各氏との当該契約
を継続する予定であります。

５．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で
締結しており、当社の監査等委員である取締役を含む被保険者がその職務の執行に関し責任
を負うことまたは当該責任追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当
該保険契約によって填補することとしております。各候補者が監査等委員である取締役に選
任された場合、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は、次回更新時に
おいても同内容での更新を予定しております。
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補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

い 　 ち 　 か 　 わ

市　川　
ひ 　 　 ろ 　 　 こ

裕　子
再 任（社外取締役）

生年月日
1970年2月25日
所有する当社の株式数
0株
　

略歴、当社における地位及び担当
2002年10月 大阪弁護士会登録
2011年 1月 市川法律事務所開設

現在に至る
重要な兼職の状況
市川法律事務所　　弁護士

補欠の監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
長年の弁護士としての高度な法務知識と幅広い経験を有しており、当社取締役会
の監査・監督機能強化に活かされることを期待し、補欠の監査等委員である社外
取締役候補者として選任をお願いするものです。また、同氏が取締役に就任した
場合は、指名・報酬諮問委員として当社の取締役候補者の選定や役員報酬等の決
定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
なお、同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与したこ
とはありませんが、上記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂行し
ていただけるものと判断しております。　

第４号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠の監査等委員で

ある取締役１名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　　　２．市川裕子氏は、補欠の社外取締役候補者であります。

３．当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、非業務執行取締役の賠償責任を一定の範囲に
限定する契約を締結することができる旨を定款で定めております。
市川裕子氏が監査等委員である取締役に就任した場合は、当社は同氏との間で、責任限定契約

を締結する予定であります。
４．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締
結しており、当社の監査等委員である取締役を含む被保険者がその職務の執行に関し責任を負う
ことまたは当該責任追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約
によって填補することとしております。市川裕子氏が取締役に就任した場合、同氏は当該保険契
約の被保険者に含められることとなります。
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スキルマトリックス

氏名 本定時株主総会後の
地位（予定）

特に期待する分野・スキル

コーポレートフ
ィロソフィー・
経営戦略

マーケティング・
業界経験

テクノロジー・
情報システム

ESG（環境・社会・
ガバナンス）

法務・
リスクマネジメント

財務・会計・
税務・M＆A

赫 高規 代表取締役会長 ● ● ●

赫 裕規 代表取締役
社長執行役員 ● ● ●

我妻 英樹 取締役
専務執行役員 ● ●

小原 純一 取締役
専務執行役員 ● ●

小林 弘美 取締役
常務執行役員 ● ●

岩澤 みゆき 取締役
常務執行役員 ● ● ●

三田村 崇 取締役
常務執行役員 ● ● ●

及川 敏正 取締役
（監査等委員） ● ● ●

内田 貴和 社外取締役
（監査等委員） ● ●

伊東 満彦 社外取締役
（監査等委員） ● ●

沼倉 雅枝 社外取締役
（監査等委員） ● ● ●

大澤 美穂子 社外取締役
（監査等委員） ● ●

【ご参考】第２、３号議案が原案どおり承認された場合の本定時株主総会後の取締役（予定）
のスキル・マトリックス
　当社は、意思決定の迅速性を確保するため、定款の定めにより、監査等委員でない取締役の員数を12
名以内としております。当社では、当社の持続的成長と中長期的な企業価値向上を図るため、社内取締役
については十分な業界経験や実務経験、専門性を有している者を、社外取締役については高度な専門性や
幅広い見識を持った者を候補としております。それによって、取締役会全体として、当社グループの事業
に関する知見と専門性のバランスに留意した、多様性のある構成とすることが重要であると考えておりま
す。
　また、当社の経営戦略実現に向けて取締役会が備えるべきスキルは、「コーポレートフィロソフィー・
経営戦略」「マーケティング・業界経験」「テクノロジー・情報システム」「ESG（環境・社会・ガバナ
ンス）」「法務・リスクマネジメント」「財務・会計・税務・M&A」と特定しております。当社の取締
役が有している主なスキルは、以下の通りです。

※各人の有するスキル等のうち、主なもの最大３つに●を付けており、有するすべての知見を表すもので
はありません。

以　上
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地図

交通のご案内

第63回定時株主総会会場のご案内
会　場　仙台市青葉区中央１丁目１番１号

電話　（022）268－2525
ホテルメトロポリタン仙台　４階　千代の間

〔会場付近略図〕
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電車／JR仙台駅西口から徒歩１分
仙台空港より仙台空港アクセス線で約25分

※会場に駐車場がございませんので、お近くの有料駐車場をご利用ください。


